
第 平成 年度補正予算の状況

般 会 計

平成 年度の政府の経済財政運営については、「改革なくして成長なし」、「民間にできることは民

間に」、「地方にできることは地方に」との方針の下、「基本方針 」等に基づき、郵政民営化の着

実な実施、政策金融改革、総人件費改革、資産・債務改革、市場化テストによる民間への業務解放・

規制改革等を通じ、「小さくて効率的な政府」を実現するとともに、規制・金融・税制・歳出等の改

革を推進するなど、各分野にわたる構造改革を断行することにより、経済活性化を実現し、民間需要

主導の持続的な経済成長を図るなどとしています。

このような中、消費や設備投資は引き続き増加し、民間需要中心の緩やかな回復を続けると見込ま

れ、物価については、デフレからの脱却の展望が開け、国内総生産の実質成長率が ％程度になる

との見通しが示されています。

国の予算編成においては、「 年代初頭における基礎的財政収支の黒字化」及び「デフレの克服、

民需主導の持続的経済成長」の実現を図るため、従来の歳出改革路線を堅持・強化することとされ、

地方の予算編成においては、国と地方に関する「 位 体の改革」について、平成 年度までの 位

体の改革に係る「政府・与党合意」及び累次の「基本方針」を踏まえ、 兆円を上回る国庫補助負

担金の廃止・縮減、 兆円規模の税源移譲、地方歳出の見直しによる地方交付税の抑制等を行い、そ

の成果を適切に反映させることとされています。

また、平成 年度の地方財政計画は、歳出面においては、国の歳出予算と歩を にして、見直すこ

ととし、定員の純減や給与構造改革等による給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、こ

れらを通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることにより、財源不足額の圧縮を図ることとする

方、国と地方の信頼関係を維持しながら「 位 体の改革」を着実に推進するため、安定的な財政

運営に必要な地方税、地方交付税等の 般財源の総額を確保することを基本として地方財政対策を講

じることとして、策定されたところです。

方、本県の平成 年度当初予算は、昨年度にき続き過去最大の財源不足を抱える中で、「政策課

題への的確な対応」と「財政改革の更なる推進」の つを基本方針として、これまで以上にメリハリ

を付けて、予算編成を行っています。

当初予算の内容については、前回の「山口県の財政」（平成 年 月）で、その概要について説明

していますので省略し、その後の予算編成について、その概要を説明します。

◎ 補正予算の概要

○ 月補正予算について

当面緊急を要する債務負担行為に限り補正を行いました。

○ 月補正予算について

次に 月補正予算ですが、 月の梅雨前線豪雨等に伴う災害の発生状況を踏まえ、災害復旧事

業費を追加計上したほか、山口学芸大学の設置に対して補助を行う山口市への財政支援、全ての

県立学校における自動体外式除細動器（ ）配備など、当面緊急を要する経費について、予

算の補正を行いました。

（ ）は じ め に



（ ）歳 入 予 算

本年度の 月補正における歳入予算の補正状況は、第 表のとおりです。

月補正については、災害復旧事業等に充当する国庫支出金 億 万 千円のほか、県債 億

万円、繰越金 億 万 千円が補正の主なものです。

以上の結果、 月補正後における歳入予算の状況は、第 表及び第 図のとおりとなっています。

これを 般財源対特定財源の比率で見ますと、 ％対 ％となり、当初予算時の割合（ ％

対 ％）に比べ 般財源の比率が若干落ちています。

また、自主財源と依存財源という観点から見ると、 ％対 ％（当初予算時の割合： ％対

％）となり、その割合は、当初予算時と同様となっています。
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（ ）歳 出 予 算



般会計予算目的別内訳



般会計予算性質別内訳



ア 投資的経費の状況



特 別 会 計

特別会計の 月定例会における補正は行っておりません。

当初（現計）予算額の状況は、第 表のとおりであります。




